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議案第 21 号 

 

   令和５年度西海市一般会計予算 

 

 令和５年度西海市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 21,315,087 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」

による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、2,000,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及

び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用とする。 

 

  令和５年２月２４日 提出 

 

西海市長 杉澤 泰彦   
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歳 入 歳 出 予 算第 1 表

歳 入

（単位：千円）

款 項 金 額

市税  1.      2 , 9 8 0 , 8 6 9

市民税  1.        9 3 6 , 1 1 4

固定資産税  2.      1 , 7 2 4 , 9 8 5

軽自動車税  3.        1 1 9 , 9 9 7

市たばこ税  4.        1 9 9 , 1 4 5

入湯税  5.            6 2 8

地方譲与税  2.        2 0 2 , 0 0 0

地方揮発油譲与税  1.         4 9 , 0 0 0

自動車重量譲与税  2.        1 3 1 , 0 0 0

特別とん譲与税  3.          8 , 0 0 0

森林環境譲与税  4.         1 4 , 0 0 0

利子割交付金  3.            5 0 0

利子割交付金  1.            5 0 0

配当割交付金  4.          4 , 0 0 0

配当割交付金  1.          4 , 0 0 0

株式等譲渡所得割交付金  5.          5 , 0 0 0

株式等譲渡所得割交付金  1.          5 , 0 0 0

法人事業税交付金  6.         2 9 , 0 0 0

法人事業税交付金  1.         2 9 , 0 0 0

地方消費税交付金  7.        5 1 0 , 0 0 0

地方消費税交付金  1.        5 1 0 , 0 0 0

ゴルフ場利用税交付金  8.         2 3 , 0 0 0

ゴルフ場利用税交付金  1.         2 3 , 0 0 0

環境性能割交付金  9.         1 0 , 0 0 0

環境性能割交付金  1.         1 0 , 0 0 0

国有提供施設等所在市町村助成交付金 10.        1 0 9 , 0 0 0

国有提供施設等所在市町村助成交付金  1.        1 0 9 , 0 0 0

地方特例交付金 11.         1 4 , 0 1 9

地方特例交付金  1.         1 4 , 0 0 0

新型コロナウイルス感染症対策地方税
減収補填特別交付金

  2.             1 9

地方交付税 12.      7 , 5 0 0 , 0 0 0

地方交付税  1.      7 , 5 0 0 , 0 0 0

交通安全対策特別交付金 13.          2 , 0 0 0

交通安全対策特別交付金  1.          2 , 0 0 0

分担金及び負担金 14.         6 1 , 6 3 7

負担金  1.         5 4 , 8 5 6

分担金  2.          6 , 7 8 1

使用料及び手数料 15.        3 6 5 , 2 6 8
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（単位：千円）

款 項 金 額

使用料  1.        3 1 1 , 4 0 7

手数料  2.         5 3 , 8 6 1

国庫支出金 16.      2 , 7 3 3 , 4 0 3

国庫負担金  1.      2 , 0 9 7 , 6 5 6

国庫補助金  2.        6 2 8 , 3 4 9

国庫委託金  3.          7 , 3 9 8

県支出金 17.      1 , 3 3 6 , 6 8 6

県負担金  1.        8 0 8 , 8 9 3

県補助金  2.        4 4 8 , 9 9 5

県委託金  3.         7 8 , 7 9 8

財産収入 18.        1 2 0 , 9 6 5

財産運用収入  1.         9 2 , 8 2 2

財産売払収入  2.         2 8 , 1 4 3

寄附金 19.        9 4 0 , 8 4 0

寄附金  1.        9 4 0 , 8 4 0

繰入金 20.      2 , 4 2 0 , 2 6 5

基金繰入金  1.      2 , 4 1 8 , 2 1 9

特別会計繰入金  2.          2 , 0 4 6

繰越金 21.        2 0 0 , 0 0 0

繰越金  1.        2 0 0 , 0 0 0

諸収入 22.        1 5 9 , 6 3 5

延滞金、加算金及び過料  1.          1 , 1 9 4

市預金利子  2.              1

受託事業収入  3.         2 1 , 7 4 2

貸付金元利収入  4.         9 6 , 2 6 0

雑入  5.         4 0 , 4 3 8

市債 23.      1 , 5 8 7 , 0 0 0

市債  1.      1 , 5 8 7 , 0 0 0

    2 1 , 3 1 5 , 0 8 7歳 入 合 計
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歳 出

（単位：千円）

款 項 金 額

議会費  1.        1 7 7 , 7 0 1

議会費  1.        1 7 7 , 7 0 1

総務費  2.      3 , 6 4 0 , 6 0 9

総務管理費  1.      3 , 2 4 1 , 6 0 5

徴税費  2.        2 1 1 , 1 8 2

戸籍住民基本台帳費  3.        1 3 3 , 3 6 9

選挙費  4.         2 8 , 8 1 6

統計調査費  5.          4 , 4 5 2

監査委員費  6.         2 1 , 1 8 5

民生費  3.      6 , 6 6 9 , 8 3 5

社会福祉費  1.      3 , 5 0 9 , 7 6 9

児童福祉費  2.      2 , 4 8 2 , 9 7 2

生活保護費  3.        6 7 4 , 2 3 4

災害救助費  4.          2 , 8 6 0

衛生費  4.      3 , 1 4 2 , 0 5 7

保健衛生費  1.      1 , 1 4 0 , 6 0 8

清掃費  2.        8 8 4 , 6 9 7

上水道費  3.        2 7 7 , 6 9 8

下水道費  4.        8 3 9 , 0 5 4

労働費  5.              4

労働諸費  1.              4

農林水産業費  6.        9 0 0 , 0 4 1

農業費  1.        6 4 2 , 4 8 2

林業費  2.         8 2 , 8 7 4

水産業費  3.        1 7 4 , 6 8 5

商工費  7.        4 0 3 , 4 8 0

商工費  1.        4 0 3 , 4 8 0

土木費  8.      1 , 2 8 9 , 5 8 7

土木管理費  1.        2 1 3 , 7 0 6

道路橋梁費  2.        4 8 7 , 6 0 0

河川費  3.        1 2 4 , 8 0 0

港湾費  4.         8 9 , 7 0 0

都市計画費  5.          6 , 0 9 5

住宅費  6.        3 6 7 , 6 8 6

消防費  9.        7 7 6 , 8 3 9

消防費  1.        7 7 6 , 8 3 9

教育費 10.      1 , 7 3 5 , 3 3 2

教育総務費  1.        3 8 5 , 9 9 0

小学校費  2.        2 6 0 , 0 3 6
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（単位：千円）

款 項 金 額

中学校費  3.        1 9 1 , 3 8 6

社会教育費  4.        3 9 7 , 3 1 3

保健体育費  5.        5 0 0 , 6 0 7

災害復旧費 11.         4 6 , 1 1 1

農林水産施設災害復旧費  1.         3 8 , 1 1 1

公共土木施設災害復旧費  2.          8 , 0 0 0

公債費 12.      2 , 3 6 4 , 8 6 9

公債費  1.      2 , 3 6 4 , 8 6 9

諸支出金 13.         6 8 , 6 2 2

公営企業費  1.         6 8 , 6 2 2

予備費 14.        1 0 0 , 0 0 0

予備費  1.        1 0 0 , 0 0 0

    2 1 , 3 1 5 , 0 8 7歳 出 合 計
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第　２　表　債　務

　事　　　　　項

公用車賃借（令和５年度契約分）

公用車メンテナンス業務委託（令和５年度契約分）

西海ネットシステム機器賃借

市内救急医療業務委託

漁業振興資金利子補給金（令和５年度承認）

西海地区スクールバス購入
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負　担　行　為

期　　　　　間

令和６年度～令和７年度 6,206
千円

令和６年度～令和10年度 10,473

令和６年度～令和10年度 126,530

令和６年度～令和15年度 464,000

令和６年度～令和15年度 620

令和６年度 40,800

限　　　度　　　額
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第 ３ 表　　

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法

千円

公共事業等債 44,700 １．借入先

　　財務省、地方公共団体金融機構、銀行等

公営住宅建設事業債 26,600 ２．借入方法

　　証書借入又は証券発行

地方道路等整備事業債 63,000 ３．借入時期

緊急防災・減災事業債 14,700

公共施設等適正管理推進事業債 115,600

緊急自然災害防止対策事業債 44,400

緊急浚渫推進事業債 10,400

過疎対策事業債 1,111,500

辺地対策事業債 22,900

合併特例事業債 33,200

臨時財政対策債 100,000

計 1,587,000

　令和５年度、ただし、工事その他の都合により、
その全部又は一部を翌年度に繰延べ借り入れす
ることができる。
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　　地 方 債

利 率 償 還 の 方 法

年利４．０％以内 　借入時期から４０年以内（うち据置期間５年以内）
において元利均等又は元金均等などの償還の方
法による。

　（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金について、利率
の見直しを行った後においては、当該見直し後の
利率） 　ただし、本市財政の都合により、繰上償還をし、

又は償還年限を短縮し、若しくは借換をすることが
できる。
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報    酬 給    料 期末手当
その他
の手当

計

長　等 3 0 25,464 8,404 0 33,868 5,003 38,871

議　員 18 68,436 0 22,584 0 91,020 21,327 112,347

その他の
特 別 職

2,106 127,754 0 0 0 127,754 0 127,754

計 2,127 196,190 25,464 30,988 0 252,642 26,330 278,972

長　等 3 0 25,464 8,277 0 33,741 6,349 40,090

議　員 18 68,436 0 22,927 0 91,363 21,796 113,159

その他の
特 別 職

2,060 127,582 0 0 0 127,582 0 127,582

計 2,081 196,018 25,464 31,204 0 252,686 28,145 280,831

長　等 0 0 0 127 0 127 △ 1,346 △ 1,219

議　員 0 0 0 △ 343 0 △ 343 △ 469 △ 812

その他の
特 別 職

46 172 0 0 0 172 0 172

計 46 172 0 △ 216 0 △ 44 △ 1,815 △ 1,859

前
年
度

比
 
 
較

合  計 備 考

給   与   費   明   細   書

本
年
度

１　特別職

区　　分

単位 ：千円

共済費
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費
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２  一般職

区    分

本 年 度 680

職員数
   (人)

（１）  総括

3,053,036

職員手当

1,295,073

共済費

単位 ：千円

備  考

給       与　　　費

859,758

給   料

職員手当
の 内 訳

扶養手当

342,99025,428

報   酬

378,961

前 年 度 696 347,121

区　分

本年度

比    較 △ 16 31,840

計

2,533,792 519,244

合   計

120,442

期末手当管理職手当

特地勤務手当
管理職員特
別勤務手当

3,600

350,36224,456

1,554

7,372△ 972

3,600

23,165

25,010

0

区　分

児童手当単身赴任手当

前年度

比　較

15,049比　較

41,732

213,287

9,348 375260

228,336

90,504

99,852

勤勉手当

△ 143

45,995

3,070

2,449,748

84,044 36,398

1,9293,330

482,846

比　較

前年度

本年度

前年度

本年度

19,958

2,932,594

通勤手当

32,246

単位 ：千円

区　分

1,275,115

45,852

827,512

2,015

32,542

住居手当

1,867

△ 1,080

1,800

720

△ 1,845

34,40943,747

時間外勤務
手      当

特殊勤務手当

- 429 -



ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（）内は短時間勤務職員

区　分 通勤手当 期末手当
時間外勤務
手      当

児童手当

(355)
430,480 61,919 492,399347,121 66,35017,009

本年度 1,083 66,818 2,664 120

478 2,897 840 120

前年度 605 63,921 1,824 0

職員手当
の内訳

比　較

551,65483,667467,98770,68518,341378,961
7

(335)

単位 ：千円

-(20)

前 年 度
7

比    較 31,840 1,332 4,335 37,507 21,748 59,255
0

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

給       与　　　費
共済費 合   計 備  考

報   酬 給   料 職員手当 計

比　較 △ 1,080 △ 1,965

前年度 1,800 25,010

区　分 単身赴任手当 児童手当

本年度 720 23,045

3,330 1,929 3,600

特殊勤務手当
管理職員特
別勤務手当

特地勤務手当

0

前年度 213,287 88,680 3,070 1,554 3,600

比　較 15,049 8,508 260 375

単位 ：千円

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当

本年度

比　較 △ 143 1,537 1,867 △ 972 4,475

前年度 45,995 41,127 32,542 25,428 279,069

本年度 228,336 97,188

本 年 度 338 2,501,382

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

合   計 備  考
給       与　　　費

共済費
給   料

420,927

435,577

職員手当

789,073

761,162

計

27,911 46,537

2,019,268

61,18714,650

本 年 度

1,276,732

1,258,106

2,065,805

比    較 4 18,626

45,852 42,664 34,409 24,456 283,544

区　分 勤勉手当
時間外勤務
手      当

前 年 度 334 2,440,195
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ア　職員１人当たりの給与

―

151,900円

―

151,900円

労務職

教育職

407,933円

480,782円

47歳

労務職

349,447円平均給与月額

行政職

平 均 年 齢

平均給与月額

41歳

348,542円

国

市

区  分

令和4年1月1日現在

平均給料月額

イ　初任給

単位：千円

19,958

32,246

給与改定に伴う
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

19,984

勤勉手当の改正によるもの、ほか

採用退職及び手当事由の変動によ
るもの、ほか

備   考

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

4,270

20,430

△ 4,742

12,262

採用退職によるもの、ほか
そ の 他 の
増 減 分

説  　　　　  明
区
分

増 減 額 増減事由別内訳

高 校 卒

大 学 卒

54歳

408,786円

470,380円

47歳

給料

職員
手当

351,111円

（３）　給料及び職員手当の状況

区              分

令和5年1月1日現在

平均給料月額 334,939円

360,922円

55歳

333,656円

行政職

312,652円

平 均 年 齢

学  歴

高 校 卒

大 学 卒

185,200円

154,600円

185,200円

154,600円

311,638円

41歳
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ウ　級別職員数

級 級 級

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5

6

7

計 計 計

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5

6

7

計 計 計

43

3

1

354 17.5

14.342

68

13.6

64

４級

309 100.0 100.0

課長補佐、局長補佐、所長補佐、書記長補佐及び副参事の職務
総合支所の課長の職務

５級

令和4年1月1日現在

11 3.6

0.00

22.0

13.9

0.0

28.6

57.1

0

4

2

人

51

311 100.0

4

22 33.3

100.0

16.4

76

25 8.0

23.2

3.9

72

12

係長の職務

％ 人 ％ 人 ％

20.7

42.9

42.9

定型的な業務を行う職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

職員数

47 15.1

人

構成比
％

12.5

0

労務職

職員数 構成比
％人

行政職 教育職

職員数

65

人 ％

39

20.9

14.3

16.7

0 0.0 1

0.001

構成比

0.0

1 14.3

3 50.0

28.6

0 0.0

57.1

100.0

労務職

１級

２級

３級

４級

５級

定型的な業務を行う職務

４級

教職員

３級

１級

特２級 困難な業務を所掌する係長の職務

２級

特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

課長及び参事の職務

高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

相当の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

相当高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

定型的な業務を行う指導主事の職務

係長及び高度の知識又は経験を必要とする指導主事の職務

課長補佐及び副参事の職務

区　分

令和5年1月1日現在

行政職

１級

２級

３級
主査の職務
特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

7 100.07

27 8.7

区　分

（級別の標準的な職務内容）
職務の内容級

課長、総合支所長、局長、監査委員事務局の事務局長及び参事の
職務

部長、統括総合支所長、理事、次長、議会事務局の事務局長、教
育次長、困難な業務を行う課長の職務

６級

７級
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当(令和5年1月1日現在)

47.709

4.30

28.6

支給率計
（月分）

323

0

行政職

221

2

0

271 5

7

0

0

0

7

0

2

0

0

43

有

備考

有

定年前早期退職特例措置
(2%～20%)加算

0

25

0

0

0

0

0

6

0

0

0

0

6

0

0

71.4

0

有

278

338

36

85.083.8

0

00

0

0

82.2

0

7 7

0

3

85.7

0

0

0

0

42.9

単位：人

2

228

5

0

0

0

7

合　　計

7

代表的な職種

教育職 労務職

2号給

3号給

4号給

8号給

職 員 数 （ Ａ ）

7号給

号給数別内訳

エ　昇給

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ）

　比　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

区　　　　　　　　　　分

6号給

1号給

号給数別内訳
5号給

　比　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

オ　期末手当・勤勉手当

前

年

度
6号給

8号給

前年度 2.150

1号給

0

2

3号給

334

7

5号給

7号給

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ）

2号給

280

4号給

国の制度 2.200 2.200

区　分
最高限度
（月分）

20年勤続の
者（月分）

4.40

2.150

６月(月分) １２月(月分)

本年度 2.200 2.200

区　　分

支　給　期　別　支　給　率

国の制度
（支給率等）

24.58688 33.27075 47.709

支給率等 24.58688 33.27075 47.709

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

備　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

5

43

271

83.9

36 0

0

319

2

3

0

定年前早期退職特例措置
(2%～45%)加算

4.40

47.709

210

7

99

219

0

その他の加算措置等
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代表的な職種

行政職

　 給料総額に対する比率（％） 0.21 0.22

　 代表的な特殊勤務手当の名称

同

―

―扶　養　手　当

区　　　分

キ　特殊勤務手当

区　　　　分

7.40

税務手当

同 ―

国の制度との異同

同

差　異　の　内　容

通　勤　手　当

住　居　手　当

全　職　種

税務手当

　 支給対象職員の比率　（％）
（令和5年1月1日現在）

7.08

ク　その他の手当
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令和元年度

～

令和4年度

令和元年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和4年度

令和4年度

西海ネットシステム保守業務委託 21,780

ＩＰ電話設備保守業務委託 1,802

総合行政システムサービス使用 54,474

総合行政システム機器保守業務委託 6,684

公用車賃借（再生可能エネルギー普及） 32,556

新コミュニティ交通運行業務委託 35,635

ふるさと西海応援寄附金管理業務委託

ふるさと西海応援寄附
金管理業務委託に係る
費用のうち西海市が負
担すべき額

公用車メンテナンス業務委託（令和5年度契約
分）

10,473

公用車メンテナンス業務委託 18,618

公用車賃借（令和5年度契約分） 6,206

公用車賃借 66,609 21,296

旧長崎オランダ村施設管理業務委託 2,434

契約管理システム等サーバ機器賃借 2,765 561

土木設計積算システム機器賃借 6,580 2,772

広報紙作成等業務委託 32,274

例規データベースシステム管理業務委託 5,984

文書等集配配達業務委託 3,195

議会ペーパーレス化ソフトウェア使用 3,366 2,244

議会ペーパーレス化通信サービス利用業務委
託

13,698 8,585

議場システム保守業務委託 5,500 4,400

議会配信業務委託 8,565 6,849

期 間 金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたる
額又は支出額の見込み及び当該年度

事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

- 436 -



（単位：千円）

国 県
支 出 金

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和8年度

令和5年度

令和5年度

～

令和10年度

令和6年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和9年度

令和6年度

～

令和10年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

令和5年度

～

令和10年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度 21,780

1,802

21,780

54,474

1,802

6,684

54,474

32,556

6,684

4,909 30,726

32,556

ふるさと西海応援
寄附金

35,635

10,473

ふるさと西海応援寄附
金管理業務委託に係る
費用のうち西海市が負
担すべき額

18,618

10,473

6,206

18,618

45,313

6,206

2,434

45,313

2,204

2,434

3,808

2,204

426 29,988

3,808

5,984

32,274 1,860

3,195

5,984

1,122

3,195

5,113

1,122

1,100

5,113

1,716

1,100

1,716

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

ものについての前年度までの支出
以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和4年度

令和元年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和2年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和2年度

～

令和4年度

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

市内救急医療業務委託 464,000

環境衛生施設等清掃業務委託 2,026

生活保護システム保守業務委託 2,980

大島児童館指定管理業務委託 23,158 9,033

西彼活き活き交流館施設管理業務委託 1,862

ファミリー・サポート・センター業務委託 4,460

大瀬戸社会福祉センター指定管理業務委託 55,634 22,063

西彼保健福祉センター指定管理業務委託（変
更分）

3,990 1,329

西彼保健福祉センター指定管理業務委託 180,125 107,499

平島デイサービスセンター指定管理業務委託 18,520 7,204

デイサービスセンターつばき苑指定管理業務
委託

33,300 13,320

江島デイサービスセンター指定管理業務委託 18,967 7,398

黒口ふれあいの館指定管理業務委託 12,445 4,978

崎戸高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託 43,795 17,518

大島高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託 68,975 41,385

西海高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託 43,795 17,518

療育支援相談センター指定管理業務委託 45,505 36,404

長崎県議会議員一般選挙ポスター掲示場賃借 3,679

証明書コンビニ交付クラウド利用 3,208

戸籍システムソフトウェア使用 1,980

戸籍システム保守業務委託 3,440

土地評価替システム更新業務委託 56,991 43,194

西海ネットシステム機器賃借 126,530
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和6年度

～

令和10年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

令和6年度

～

令和15年度

令和5年度

464,000464,000

2,026

2,980

2,026

14,125

2,980

1,862

14,125

1,488

1,862

33,571

4,460 2,972

2,661

33,571

72,626

2,661

11,316

72,626

19,980

11,316

11,569

19,980

7,467

11,569

26,277

7,467

27,590

26,277

26,277

27,590

9,101

26,277

9,101

3,208

3,679 3,679

1,980

3,208

3,440

1,980

13,797

3,440

13,797

126,530126,530
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和3年度

～

令和4年度

7,377,000 平成24年度
～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和4年度

平成17年度

～

令和4年度

平成19年度

～

令和4年度

平成20年度

～

令和4年度

平成21年度

～

令和4年度

平成22年度

～

令和4年度

平成22年度

～

令和4年度

平成23年度

～

令和4年度

平成24年度

～

令和4年度

平成29年度

～

令和4年度

平成30年度

～

令和4年度

令和元年度

～

令和4年度

令和2年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

長崎県林業公社損失補償（令和２年度借入
分）

331

長崎県林業公社損失補償（平成３０年度借入
分）

3,880

長崎県林業公社損失補償（令和元年度借入
分）

3,783

長崎県林業公社損失補償（平成２９年度借入
分）

1,415

長崎県林業公社損失補償（平成２８年度借入
分）

810

長崎県林業公社損失補償（平成２３年度借入
分）

115

長崎県林業公社損失補償（平成２２年度借入
分）

996

長崎県林業公社損失補償（平成２１年度借入
分）

1,862

長崎県林業公社損失補償（平成２０年度借入
分）

2,804

長崎県林業公社損失補償（平成１９年度借入
分）

12,212

長崎県林業公社損失補償（平成１８年度借入
分）

13,554

長崎県林業公社損失補償（平成１７年度借入
分）

1,832

西彼農村環境改善センター指定管理業務委託 37,541 12,404

長崎県林業公社損失補償（平成１６年度以前
借入分）

120,648

汚泥再生処理センター運転管理業務委託 181,500 72,600

平島地区し尿収集業務委託 3,700

最終処分場水質検査業務委託 9,100

ごみ処理施設整備・運営事業 5,419,396

ごみ収集業務委託（江島・平島地区除く） 282,876

平島クリーンセンター管理業務委託 1,900

江島・平島地区ごみ収集業務委託 7,400

不法投棄物収集業務委託 4,492

826,999

にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和5年度

令和5年度
～

令和7年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度 1,957,604 1,957,604
～

令和11年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和27年度

令和5年度

～

令和28年度

令和5年度

～

令和27年度

令和5年度

～

令和29年度

令和5年度

～

令和30年度

令和5年度

～

令和32年度

令和5年度

～

令和33年度

令和5年度

～

令和34年度

令和5年度

～

令和10年度

令和5年度

～

令和11年度

令和5年度

～

令和12年度

令和5年度

～

令和13年度

令和5年度

～

令和14年度

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

3,700

108,900

9,100

にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額

1,900 1,900

7,400

4,492

7,400

4,492

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

3,700

25,137

108,900

25,137

544,123

9,100

にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額

544,123
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

平成22年度

～

令和4年度

平成24年度

～

令和4年度

平成26年度

～

令和4年度

平成27年度

～

令和4年度

平成28年度

～

令和4年度

平成29年度

～

令和4年度

平成30年度

～

令和4年度

令和元年度

～

令和4年度

令和2年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和4年度

令和2年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和3年度

～

令和4年度

令和2年度

～

令和4年度

令和4年度

建築営繕積算用PC賃借 2,086

福島地区総合交流促進施設指定管理業務委
託

9,480 3,160

大瀬戸やすらぎ交流拠点施設指定管理業務
委託

22,304 16,728

大島大釜海岸ふれあいの浜広場指定管理業
務委託

5,830 2,332

大島大橋公園・大島崎戸観光案内所指定管理
業務委託

31,350 12,540

伊佐ノ浦公園指定管理業務委託 68,560 27,424

崎戸さんさん元気らんど指定管理業務委託 20,460 13,640

西海みかんドーム指定管理業務委託 42,325 18,730

西彼四本堂公園・八人ヶ岳公園指定管理業務
委託

50,000 30,000

石原岳森林公園点検管理業務委託 2,233

漁業振興資金利子補給金（令和5年度承認） 620

漁業振興資金利子補給金（令和4年度承認） 978

漁業振興資金利子補給金（令和3年度承認） 236 58

漁業振興資金利子補給金（令和2年度承認） 280 21

漁業振興資金利子補給金（平成31年度承認） 280 15

漁業振興資金利子補給金（平成30年度承認） 280 111

漁業振興資金利子補給金（平成２９年度承認） 280 80

漁業振興資金利子補給金（平成２８年度承認） 550 11

漁業振興資金利子補給金（平成２７年度承認） 550 9

漁業振興資金利子補給金（平成２６年度承認） 550 125

漁業振興資金利子補給金（平成２５年度承認） 676 29

漁業振興資金利子補給金（平成２３年度承認） 3,553 2,607

漁業振興資金利子補給金（平成２１年度承認） 1,627 985
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和8年度

令和5年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和8年度

令和5年度

～

令和9年度

令和5年度

～

令和10年度

令和5年度

～

令和11年度

令和5年度

～

令和12年度

令和5年度

～

令和13年度

令和5年度

～

令和24年度

令和6年度

～

令和15年度

令和5年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和9年度

2,086

6,320

2,086

5,576

6,320

3,498

5,576

18,810

3,498

41,136

18,810

6,820

41,136

23,595

6,820

20,000

23,595

1,800 433

20,000

620

2,233

978

620

178

978

259

178

265

259

169

265

200

169

539

200

541

539

425

541

647

425

946

647

642

946

642
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

10,614,463 6,291,431

合
計

金 額 で 明 示 で き な い も の

金 額 で 明 示 で き る も の

市有施設浄化槽維持管理業務委託 32,898

社会体育施設管理業務委託 31,787

社会教育施設管理業務委託 11,654

公立公民館等Ｗｉ-Ｆｉ保守業務委託 699

西海地区スクールバス購入 40,800

スクールバス運行業務委託 59,100
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和5年度

令和6年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

令和5年度

4,158,790 8,511 38,700 24,641 4,086,938

32,898

31,787

32,898

11,654

31,787

699

11,654

38,700 2,100

699

10,000 49,100

40,800

59,100
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地方債の前々年度末におけ
び当該年度末における現在

１．普　通　債 14,552,536 15,517,516

（１）総　務 4,050 3,240

（２）庁　舎

（３）民　生 13,881 9,332

（４）衛　生

（５）農　林　水　産 363,044 321,145

（６) 公　有　林 14,676 11,448

（７）商　工

（８）土　木 973,984 1,191,782

（９）公　営　住　宅 1,027,897 1,029,916

（10）消　防 1,084,120 915,052

 (11) 教　育 421,396 1,004,535

（12）過　疎　対　策 6,592,590 7,348,080

（13) 辺　地　対　策 162,576 288,919

（14) 合　併　特　例 3,894,322 3,394,067

（15）公債費対策資金

２．災　害　復　旧　債 168,541 429,103

（１）補　助　災　害 80,192 268,894

（２）単　独　災　害 88,349 160,209

３．その他 5,080,450 4,678,197

（１）減税補てん債 27,725 18,085

（２）臨時税収補てん債

（３）減収補てん債 37,300 37,300

（４）臨時財政対策債 5,015,425 4,622,812

合　　計 19,801,527 20,624,816

区　分 前々年度末現在高 前年度末現在高見込額
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る現在高並びに前年度末及
高の見込みに関する調書

（単位：千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

1,487,000 1,778,839 15,225,677

810 2,430

4,626 4,706

6,100 56,898 270,347

2,956 8,492

234,100 93,336 1,332,546

64,500 78,499 1,015,917

11,200 179,852 746,400

3,500 46,739 961,296

1,111,500 568,562 7,891,018

22,900 26,039 285,780

33,200 720,522 2,706,745

23,166 405,937

13,196 255,698

9,970 150,239

100,000 510,654 4,267,543

7,535 10,550

37,300

100,000 503,119 4,219,693

1,587,000 2,312,659 19,899,157

当該年度中増減見込額
当該年度末現在高見込額
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